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研究成果の概要（和文）： 本研究は、EU加盟国国民に保障されたEU市民権を行使して、国籍国以外の地方選挙ならび
に欧州議会選挙に参加するEU市民は増えているのか、また当選した外国籍議員はどんな背景やトランスナショナルな市
民意識をもっているのか明らかにすることであった。
 フランスの選挙結果から、外国籍EU市民の選挙参加は回を重ねるごとに増えていることがわかった。また、外国籍議
員へのアンケートや聞き取り調査からは、ヨーロッパ人意識は認められたが、ヨーロッパ・レベルで国境をまたいだ政
治意識よりも、移住した地域への関与といったローカル性が強いことが分かった。

研究成果の概要（英文）： The objective of this research was to clarify how Europen(EU) citizens would 
exercise the EU Citizenship in the country of their residence but not of their nationality. The study 
looked at results of the elections of EU Parliament and analyzed whether the number of EU citizens 
participating in the elections have been increasing and among them how the ones who were elected as the 
EU parliamentarians consider themselves (i.e., the citizen of their nationality, of their residence or 
more transnational characters).
 We focused on the results of the EP and local elections in France and identified that the number of 
non-French EU citizens participating in the elections have been increasing. Moreover, through the 
interviews and questionnaire surveys, we revealed that they possess their identity as European; however, 
their political consciousness seem to be more rooted in the local community where they have migrated in 
France rather than the ones at the level of Europe as a whole.
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１．研究開始当初の背景 
 １９９３年に発効した欧州連合条約に盛
り込まれた EU 市民権には、EU（ヨーロッ
パ連合）加盟国国民（EU 市民）の域内移動
と居住の自由、居住国における地方議会およ
び欧州議会への投票と立候補の権利を保障
した。外国籍EU市民の欧州議会への参加は、
加盟国の国内法化がスムーズに完了し、１９
９４年以降５年ごとに実施されている。他方、
地方参政権の行使は国内法化に際して加盟
国から抵抗があった。最も抵抗したのがフラ
ンスであったが、２００１年の地方選挙で初
めて外国籍 EU市民が参加した。申請者はそ
の選挙と 2 回目の２００８年選挙での在仏
EU 市民の選挙参加を社会学的に調査してき
た。２つの選挙とも回をおうごとに参政権の
行使は増える傾向にあり、継続調査の必要性
があった。 

EU 市民権研究は市民権の制定から加盟国
への適用、加盟国での選挙実施、そして EU
市民の選挙参加へと進んできた。制定から２
０年が経過し、EU 市民権がどのように受容
されているのか、とくに国籍国外で当選した
議員の経緯などプロフィールや市民意識に
関する実証的データを収集して、検討しよう
と考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、EU 加盟国市民に保障されている
EU 市民権を行使して、外国籍のまま居住国
における地方選挙と欧州議会に参加して選
出された議員について、国境を越えて政治権
利を行使した議員の帰属意識を実証的に分
析し明らかにすることを目的としている。
EU 市民権が制定されて２０年がたつが、ど
のようにこの市民権が受容されているのか、
EU 市民権の意義について検討を加える。具
体的には次の３つがある 
（１）EU 市民権を行使して、外国籍のまま
居住国における地方選挙と欧州議会に参加
した EU 市民の人数や国籍について調査し、
過去の選挙への彼らの参加と比較し検討す
る。 
（２）研究期間中にフランスで実施される２
０１４年の欧州議会選挙と地方議会選挙の
結果を入手し、過去の結果と比較検討を行う。 
（３）EU 域内で国境を越えて当選した議員
（トランスナショナル議員）について、国籍
国以外から立候補した背景、帰属意識、EU
市民意識をアンケートならびにインタヴュ
ーによる調査を行って、実証的に明らかにす
る。 
 
３．研究の方法 
（１）外国籍のまま居住国の欧州議員になっ
た人(トランスナショナル議員)は、どんな背
景なのか、EU を体現したような政治活動・
市民意識なのか明らかにする。 
①これまでに当選した欧州議員（現職、元職）
の人数、氏名について文献調査を行う。 

②欧州議会に問い合わせて、居住国で立候補
して当選した欧州議員の連絡先について情
報を収集する。 
③居住国で当選した欧州議員にアンケート
をメールで送付して実施する。寄せられた回
答について分析を行う。 
 
（２）外国籍のまま居住国フランスの市議に
なった EU市民、とくに最大数を誇るポルト
ガル移民に対して、彼らの選挙参加の状況、
立候補の背景、ヨーロッパ市民意識について
調査する。 
①在仏ポルトガル大使館研究員とメールで
研究調査のアドバイスをもらう。 
②訪仏時に面会し、市議選に関する情報交換
や、作成したアンケート紙や配布方法につい
て意見交換を行う。 
③２００８年に市議に当選したポルトガル
出身者を調査して、市民意識に関するアンケ
ートを郵送して実施する。寄せられた回答を
分析する。 
 
（３）フランスで２０１４年に実施される地
方議会選挙ならびに欧州議会選挙の結果を
事例にあげて、外国籍のまま居住国でこの２
つの選挙に参加するEU市民がどれだけいる
のか調査する。過去の選挙の結果と比較して
全体的に増えているのか、国籍別ではどの国
籍者が増えているのか比較検討する。そのた
めの方法は以下の通りである。 
①インターネットによる検索で在仏の外国
籍 EU市民の情報を収集する。 
②選挙を管理する仏内務省へ連絡をとり、情
報を提供してもらう。 
③フランスにいるEU加盟国出身の外国人人
口（国籍別）を INSEE のデータベースや報
告書から収集する。 
 
４．研究成果 
（１）海外研究をして困難を感じるのは、ど
こへ行けば適切な情報を得られるかである。
とくに行政機関が管理している統計、選挙結
果を調査する際に、たらいまわしや返事がこ
ないことが少なくない。本研究のように外国
人に関する統計は、国民に関するものよりも
さらに困難がつきまとう。インターネットで
情報公開されていないことが多い状態であ
った。研究開始時点では情報入手が最も気が
かりであったが、幸い、ほしい情報はほぼ入
手することができた。その意味では、本研究
の第一の成果は、適切な情報をもっている海
外のインフォーマントに出会えたことであ
る。 
 
（２）在仏ポルトガル人市議に関しては、在
仏ポルトガル大使館研究員（研究機関中に在
仏ポルトガル領事館へ移動）から、２００８
年地方選で当選した議員の数やデータに関
する情報を提供してもらった。 
①本研究２年目に選挙参加の動機や EU 市民



意識に関するアンケートを作成した。市議の
データをもとに、本研究３年目に郵送した。
約１１０名のうち、約３０名の回答を得るこ
とができた。研究機関終了後にも返信が来て
いるため、現在調査結果を分析中である。 
②ポルトガル移民の多い仏中部のクレルモ
ンフェランに住む市議やポルトガル移民団
体代表、この地域から選出されたポルトガル
出身の国会議員を紹介してもらった。事前に
メールでアンケートを送り、回答してもらっ
た。その後、クレルモンフェランを訪問して、
市議や移民団体代表に会い、インタヴュー調
査を実施した。国会議員には会期中にパリで
会うことを計画して３年間で３０通程のメ
ールのやりとりを行い、忙しさと国会運営の
影響で何度も延期されたが、ようやく本研究
最終年度末に面会ができた。このほか、パリ
でもパリ選出のポルトガル移民の市議にイ
ンタヴューをおこなった。これらのインタヴ
ューの結果は分析中で、今後、学会等で発表
する予定である。 
 
（３）国籍国以外で当選した欧州議員の人数
や名前については、日本の EU 研究者から欧
州議会スタッフを紹介してもらい、情報を得
ることができた。ブリュッセルの欧州議会を
訪問して、「元欧州議員団体」事務局の担当
官から情報を提供してもらい、議員に直接メ
ールでアンケートを送付した。一人の議員か
ら返信があった。 
 
（４）本研究の最終年度にフランスで実施さ
れた２０１４年３月の地方選挙、５月の欧州
議会選挙に、選挙登録および立候補をした外
国籍 EU 市民の人数については、選挙を管轄
する仏内務省の中の選挙調査事務局から情
報を入手することができた。コンタクトを取
った６月には、選挙から間もなかったため、
事務局も全県から情報収集できていない状
態であったが、詳細なデータを入手すること
ができた。 
これら２つの選挙結果については、２０１
４年７月の日仏政治学会研究会で報告した。
その後、同年１２月に INSEE から出された報
告書をホームページで入手できたので、２つ
の選挙結果に関するデータを補完して、より
実態に近い選挙結果の報告を「日仏政治研究
第９号」に発表した。 
 
（５）２０１４年３月のフランスの地方議会
選挙に関する研究では、EUに加盟する２７か
国出身者から選挙参加があり、EU 拡大によっ
て、外国籍 EU 市民の参加数がこれまで実施
された２００１年、２００８年の選挙結果よ
りも増えていたことがわかった。参加率を出
したところ、過去２回の選挙よりも割合も高
いことがわかった。５月に実施された欧州議
会選挙に関する研究でも、同様の結果がみら
れた。このことから EU 市民権の選挙参加に
ついては、選挙権行使が増えていることがわ

かった。 
 国籍別に分析したところ、移民数の多いポ
ルトガル人が多いが、イギリス人の参加者も
増えていた。前回２００８年地方選挙からイ
ギリス人の選挙人登録が増えており、その傾
向が続いていることを上記の学会誌の中で
指摘することができた。 
 
（６）２０１４年の地方選挙と欧州議会選挙
では、フランス極右政党の国民戦線の得票が
各地で記録的に伸びた。かつては移民排斥を
掲げていたが、党首交代によって「普通の政
党」に戦略を変えたことが得票につながった
とみられる。欧州議会では反 EU を掲げて選
挙を戦ったのだが、フランスで第１位の得票
を得た。欧州レベルの選挙で反 EU 政党がフ
ランスのみならずイギリス（Ukip）やデンマ
ークなどでも第一党を占め、国民の間にヨー
ロッパへの不支持が目立った。 
 EU 加盟国国民の中で、EU 市民権が保障す
る域内移動や居住の自由、その居住国での選
挙権の行使をする EU 市民がいる一方で、EU
市民の中には EU に反対する者もおり、EU 市
民権の受容は国内に留まる人と移民ではだ
いぶ異なっているようである。 
 また、EU 市民権の保障する居住国における
被選挙権を行使した欧州議員や市議は、EU の
越境性を体現して、ヨーロッパ全体の利益に
基づいて活動しているかというとアンケー
ト結果からは見えてこない。とくに市議につ
いては、移住した地域のコミュニティの政治
に参加するという意識の方が強く表れてお
り、ローカル性の方が強いと全般的にはいえ
る。 
かつて社会学者の梶田孝道が EU における
アイデンティティの三空間併存モデルを説
明した際に、ナショナル次元以外に、ヨーロ
ッパとローカルの次元にアイデンティティ
を抱くことが可能になることを示した。たし
かに、このヨーロッパ人意識も意識されるよ
うになっているが、ローカルな意識の強まり
のほうが、よりはっきりと意識調査の結果か
らみられた。 
上記の研究成果については、今年度の三田
社会学会で報告する予定である。 
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